
安心して暮らせるだけの最低賃金の実現を求める会長声明

非正規労働者が労働者全体の３分の１を超え、年間給与額２００万円以下で

働く民間企業の労働者は、１０００万人を超えている。格差と貧困が拡大して

いる我が国の状況においては、最低賃金制度のセーフティーネットとしての機

能を真に実効的なものとし、労働者が最低賃金でフルタイム働けば、それだけ

で安心して暮らせる賃金水準にすることが必要である。

  昨年２０１９年、中央最低賃金審議会は、全国加重平均２７円の引上げ（全

国加重平均額９０１円）を答申し、長野地方最低賃金審議会でも２７円の引き

上げを答申して、長野県の最低賃金は、時給８４８円となった。

しかしながら、仮に週４０時間、年５２週、働いたとしても、年収で約１７

６万円、月額約１４万７０００円にしかならない。これでは、到底、安心して

暮らせるだけの賃金水準には達していない。

また、地域間格差は依然として解消されず、最も高い東京の時給１０１３円

に対し、最も低い１５県は時給７９０円であり、２２３円もの開きがある。長

野県とは１６５円の開きである。賃金格差は、若者の都市部への流出、地方の

人口減少、東京一極集中の弊害の要因となっている。賃金の地域間格差をなく

すためには、全国一律の最低賃金制度を設けるべきである。

今般、政府の緊急事態宣言により、経営基盤が脆弱な多くの中小企業が倒産、

廃業に追い込まれる懸念も広がる中、最低賃金の引上げが企業経営に与える影

響を重視して引上げを抑制すべきという議論もある。

しかし、労働者の生活を守り、新型コロナウイルス感染症に向き合いながら

経済を活性化させるためにも、最低賃金額の引上げを後退させてはならない。

多くの非正規雇用労働者をはじめとする最低賃金付近の低賃金労働を強いられ

ている労働者にとっては、今こそ最低賃金制度のセーフティーネット機能が発

揮されるべきである。

一方、最低賃金の引上げによって経営に大きな影響を受ける中小企業に対し

ては、新型コロナウイルス感染拡大に備えた支援策が拡充されているところで

あるが、国は、一層の中小企業支援策を講じるとともに、最低賃金引き上げに

伴う中小企業の負担軽減策、及び、これまで以上に、元請け企業と中小下請け

企業間において公正な取引が確保されるよう努めることも必要である。

以上より、安心して暮らせるだけの最低賃金の実現に向け、中央最低賃金審

議会及び長野地方最低賃金審議会においては、最低賃金のさらなる引き上げを

図るべきである。また、地域間格差をなくすために、国は、全国一律最低賃金

制度を実現すべきである。
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